
 

庄内広域水道企業団公告第６０号 
 

格付指定型一般競争入札の公告 

 

下記のとおり、格付指定型一般競争入札を執行するので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令

第 16 号）第 167 条の 6 及び庄内広域水道企業団契約に関する規程（令和 8 年企業管理規程第 6
号）第 15 条の規定に基づき公告する。 

 

令和８年９月２５日 
庄内広域水道企業団 

企業長  佐  藤   聡 
 

１ 入札及び開札の場所及び日時 
 （１）場  所  庄内広域水道企業団本部 2 階会議室（庄内町余目字滑石 1 番地 1） 
 （２）日  時  令和８年１０月２０日（火） 午前９時 
 
２ 競争入札に付する事項  

（１）工 事 名 令和８年度水道広域連携推進事業飛鳥地内ほか配水管改良工事 
（２）工事場所  酒田市飛鳥地内ほか 

 （３）工事内容 設計図書のとおり（現場説明会は行いません。） 
         設計図書等に質問があるときは、令和８年１０月７日（水）午前 10 時ま

でに「設計図書に関する質問書」を本公告末尾に記載の「問い合わせ先」

へ電子メール、FAX 又は持参により提出してください。（電子メール、

FAX により提出した場合は、必ず電話で「問い合わせ先」へ提出の連絡

をしてください。） 
         回答は令和８年１０月９日（金）までに企業団ホームページへ掲載します。 
 （４）工 期 令和８年１０月２６日（月）から令和９年３月３１日（水）まで 

（５）予定価格 ７５,５８０,０００円（消費税及び地方消費税を含まない。） 
落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額

の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。  
３ 入札参加者の資格 
 （１）庄内広域水道企業団建設工事等指名競争入札参加者の格付に関する規程 (令和 8

年庄内広域水道企業団告示第 4 号 )に基づき格付けされた者で、次に掲げる要件をす

べて満たす者であること。  

① 工種 水道施設工事 

② 酒田市格付（令和7年度末時点） Ａ 

③ 本店・営業所要件 酒田市内に本店を有すること。 

④ 技術者要件等  別添、本工事「仕様書」による。  

⑤ 工 事 実 績   

（２）暴力団排除について、建設工事請負契約約款第 49 条第 11 号の規定に該当しない者で

あること。 
（３）申請書受付の最終日から契約締結までの期間中いずれの日においても、企業団

並びに鶴岡市、酒田市及び庄内町のいずれかからも指名停止措置を受けていない

こと。申請書受付後に指名停止措置を受けた場合は受付を取り消し、入札に参加

することが出来ません。落札決定後、契約締結までに指名停止措置を受けた場合

は落札決定を取り消します。  
（４）現場代理人及び建設業法の規定に基づく監理技術者又は主任技術者を配置出来ること。  

 
 
 



 
４ 契約条項等を示す場所  
 （１）閲覧場所 庄内広域水道企業団ホームページ 

（２）閲覧期間 入札日の前日まで 
 

５ 入札、契約保証金に関する事項 
 （１）入札保証金 免除  
 （２）契約保証金 契約金額の 10 分の 1 相当額  
 
６ 入札参加者の申請及び確認  

（１）令和８年１０月１６日（金）正午までに格付指定型一般競争入札参加資格確認申請書

2 部を庄内広域水道企業団総務課契約検査室に持参してください。１部受付印を押印し

返却します。郵送による申請の場合は、切手を貼った返信用封筒を同封し、期限まで必

着のこと。 
 （２）建設業法の適用を受ける公共工事の元請になるには、有効な「経営規模等評価

結果通知書・総合評定値通知書」（以下「結果通知書」という。）が必要です。

経営事項審査の申請を行っただけでは公共工事を請け負うことは出来ず、審査が

終了し、結果の通知を受けていなければ入札参加申請及び入札に参加することが

出来ません。入札参加申請受付の際に契約締結日以降まで有効な結果通知書の確

認を行いますので、入札参加申請書の裏面にコピーして入札参加申請を行ってく

ださい。別紙としての添付も可能です。  
  
７ その他入札に関する条件  
 （１）企業団ホームページ内の「庄内広域水道企業団入札条件」、「庄内広域水道企業団入札

要綱」、「庄内広域水道企業団建設工事格付指定型一般競争入札実施要綱」をご確認く

ださい。なお、「庄内広域水道企業団建設工事格付指定型一般競争入札実施要綱」第 9 条

により、入札を中止する場合があります。 
（２）入札の際は第 1 回目の入札書の金額と同額の工事費内訳書に所在地、商号、代  
  表者名を記入し押印のうえ提出すること（工事費内訳書には金抜き設計書の本工

事内訳書に記載の項目を記載してください。）。提出が無い場合は入札に参加す

ることが出来ません。  
（３）本工事は、庄内広域水道企業団変動型最低制限価格制度の対象となります。落

札決定に当たっては予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、最低制限価格

以上で最低の価格をもって入札した者を落札者といたします。最低制限価格を下

回る入札が行われた場合、当該入札参加者は失格となります。  
   詳細は企業団ホームページ内の「庄内広域水道企業団変動型最低制限価格制度

実施要綱」をご確認ください。  
（４）入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違

反した入札は無効となります。  
（５）本工事は、発注者指定型の週休 2 日（月単位）確保工事です。特記仕様書又は

現場説明書事項をご確認ください。  

（６）請負代金額が 200 万円を超える工事については前払金を請求することができま

す。また、請負代金が 1,000 万円以上で要件を満たした工事については中間前払

金を請求することができます。(建設工事請負契約約款第 36 条第 1 項及び第 3 項 )  
（７）監理技術者又は主任技術者については、国土交通省ホームページ内の「監理技術者制度

運用マニュアル」もご確認ください。「監理技術者制度運用マニュアル」のうち「五 施

工体制台帳の整備と施工体系図の作成」について、庄内広域水道企業団では「庄内広域水

道企業団建設工事元請下請関係適正化指導要領」で定めておりますのでご確認ください。 
（８）現場代理人については、企業団ホームページ内の「建設工事における現場代理人の兼務

可能要件について」をご確認ください。 本工事における現場代理人は、監理技術者（特

例監理技術者を含む。）の配置を要しない場合において、落札者の申請に基づき発注者が

承認するときに限り、別件工事の現場代理人との兼務を認めます。 
 
８ 問い合わせ先  庄内広域水道企業団総務課契約検査室    
          999-7781 山形県東田川郡庄内町余目字滑石 1 番地 1 

     電 話  0234-42-0179   ＦＡＸ 0234-42-0180 
          電子メール soumu@shonai-suido.jp 


